
課コード: 040300 課名称: 保健福祉部福祉課平成29年度業務棚卸表

フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-004

障がい者福祉展開催事業

障がい福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

出来るだけ多くの市民に、障がい者の活動状況について理解を深め
てもらうために開催するものである。障がい者施設や福祉作業所、ボ
ランティア団体等の日頃の活動成果を発表する場の提供を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 1,399

平成3年度

障がい者福祉展開催事業

身体・知的・精神障
がい者、一般市民

福祉展単独開催
開催日：平成29年10月22日
会場：北上市総合福祉センターおよび
サンレック北上
来場者数：350人

北上ご当地グルメフェスタと同時開催


開催日：平成28年９月24日（土）、25日
（日）


来場者数48,000人（グルメフェスタ実行
委員会発表）

みちのく芸能まつりと同時開催８月８日
　300人

みちのく芸能まつりと同時開催　
８月２日　600人

040300-004-01

040300-005

更生訓練費給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

身体障害者更生援護施設等入所者（利用者負担額が生じない者に
限る）に対して更生訓練費を支給し、社会復帰の促進を図る。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市更生訓練費支給
事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15

平成18年度

更生訓練費給付事業

自立訓練施設等利
用者

申請者なし 申請者なし 申請者なし。 申請者なし。040300-005-01

040300-006

障がい者等施設入所者就
職支度金給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

施設利用者が訓練を終了し、就職等自立するときに支度金を支給
し、社会復帰の促進を図る。就職または障がい者自らが事業を営む
ことにより、自立する障がい者等に対して就職支度金を支給する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市障害者等施設入
所者就職支度金給付
要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 467

平成18年度

障がい者等施設入所者就
職支度金給付事業

就労継続支援施設
等利用者

３人（３件） ３人（３件） 給付実績３人（３件） 福祉施設から一般就労をした者　３人（３
件）

※申請回数は１人１回に限られる。

040300-006-01

040300-009

更生医療給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

身体の障がいを除去し、又は軽減して職業能力を増進し日常生活を
容易にする。更生するための医療を給付する

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 22,135

更生医療給付事業

身体障がい者 給付実人数54人（入院4人、入院外50
人）
支給認定件数64件

給付実人数52人（入院4人、入院外48
人）


支給認定件数68件

給付実人数55人（入院5人、入院外50
人）
支給認定件数58件

給付実人数　49人（49件）040300-009-01

040300-010

身体障がい者等補装具費
支給事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

補装具の交付により、身体障害者の職業その他日常生活の能率の
向上を図る。身体障害者の職業、その他日常生活の能率の向上を図
るため、補装具購入費を支給する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 20,184

身体障がい者等補装具費
支給事業

身体障がい者、心
身障がい児

補装具給付数年間：101件
修理件数年間：75件
巡回相談：年２回

補装具給付数年間：101件


修理件数年間：78件


巡回相談：年２回

補装具給付数年間：95件
修理件数年間：81件
巡回相談：年２回

補装具給付数年間：85件
修理件数年間：74件
巡回相談：年２回

040300-010-01

040300-011

障がい者日常生活用具購
入費助成事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障がい者等の日常生活の便宜を図り福祉の増進に資する。障がい
者等が日常生活を送る上で必要な用具を購入（または住宅改修）す
る際に、その費用の一部を助成する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者等日常生
活用具購入費等助成
事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 23,365

平成13年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

障がい者日常生活用具購
入費助成事業

身体障がい者、心
身障がい児等

助成件数　1,785件 助成件数　1,790件 助成件数　1,790件 助成件数　1,645件040300-011-01

040300-012

難聴児補聴器購入費助成
事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

児童の発達において、聞こえの確保は、言語の獲得やコミュニケー
ション力向上に必要不可欠なことから、身体障害者手帳交付対象と
ならない軽度・中等度の難聴児に対して補聴器の購入費の一部を助
成することにより、発達を支援しようとするもの。１台あたり基準価格
の範囲内で、補聴器購入価格の３分の２を助成する。

一般 法令に特に定めのないもの

岩手県難聴児補聴器
購入助成事業、北上市
難聴児補聴器購入費
助成事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 491

平成26年度

難聴児補聴器購入費助成
事業

身体障害者手帳の
交付対象とならな
い難聴児（18歳未
満）

助成件数２件（決定台数３件） 助成件数２件（決定台数４件） 助成件数２件（決定台数４件） 助成件数２件（決定台数３件）040300-012-01

040300-013

身体障がい者健康診査事
業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

常時車いすを利用する身体障がい者の褥そう、変形及び膀胱機能障
害等の発生を予防する。常時車いすを使用する身体障がい者に、指
定医療機関において健康診断を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市身体障害者健
康診査事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 1,486

平成8年度

身体障がい者健康診査事
業

車いす使用の身体
障がい者

車いす使用の身体障害者数97人
受診者数　23人

車いす使用の身体障害者数77人


受診者数　15人

車いす使用の身体障害者数81人
受診者23人

車いす使用の身体障害者数82人
受診者21人

040300-013-01

040300-014

小児慢性特定疾患児日常
生活用具給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

小児期における小児がん、慢性腎炎等の特定の疾患の治療は、長
期間にわたり、かつ医療費も高額なことから、特殊寝台等の日常生
活用具の購入費の一部を助成することにより、日常生活の便宜を図
ろうとするもの。対象品目：便器、特殊マット、特殊寝台などの18品
目、公費負担額：対象者の世帯の市民税または所得税の課税額の
区分による負担額を対象品目ごとの基準額から差し引いた額。

一般 法令に特に定めのないもの

小児慢性特定疾患児
日常生活用具給付事
業の実施について
（H17年2月21日雇児発
第0221002号）、北上市
小児慢性特定疾病児
童日常生活用具購入
費助成事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 76

平成26年度

小児慢性特定疾患児日常
生活用具給付事業

小児慢性特定疾患
児（児童福祉法、
障害者総合支援法
等他の施策の対象
となる者を除く。）

申請件数0件 申請件数0件 申請件数　０件 申請件数　０件040300-014-01

040300-018

知的障がい者職親利用支
援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

知的障がい者に理解のある職親のもとで、仕事をしながら生活・職業
訓練を行うことを委託し、知的障がい者の自立更生を図る。事業経営
を行い、知的障がい者の更生援護に熱意のある人が職親となり、日
常生活の訓練等を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

知的障害者福祉法、障
害者総合支援法

北上市障がい者プラ
ン’15

知的障がい者職親利用支
援事業

知的障がい者 職親登録者０人　職親利用者０人 職親登録者　０人


職親利用者　０人

職親登録者　０人
職親利用者　０人

職親登録者　０人
職親利用者　０人

040300-018-01

040300-021

福祉タクシー助成事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

公共交通機関を利用することが困難な重度障害者にタクシー料金の
一部を助成して社会参加の促進と福祉の増進に寄与する。重度障害
者等にタクシー券を交付し、利用したタクシー料金の一部を助成す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市福祉タクシー事
業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 4,317
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

北上市福祉タクシー事業

重度障がい者 福祉タクシー助成券給付者数485人 福祉タクシー助成券給付者数477人 福祉タクシー助成券給付者数464人 福祉タクシー助成券給付数482人040300-021-01

040300-023

特別障がい者手当等給付
事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

受給者の福祉の増進を図る。在宅の重度障がい者(児)に手当を支給
する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

特別児童扶養手当等
の支給に関する法律 50,527

特別障がい者手当等給付
事業

重度障がい者（児） ・特別障害者手当対象延人数1,476人
・障害児福祉手当対象延人数605人
・福祉手当対象延人数12人

・特別障害者手当対象延人数1,393人


・障害児福祉手当対象延人数571人


・福祉手当対象延人数12人

・特別障害者手当対象延人数1310人
・障害児福祉手当対象延人数518人
・福祉手当対象延人数12人

・特別障害者手当対象延人数1292人
・障害児福祉手当対象延人数529人
・福祉手当対象延人数12人

040300-023-01

040300-024

在宅重度障がい者家族介
護慰労手当給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

在宅の重度障がい者と同居し、常時介護に従事している者の負担の
軽減及び福祉の向上を図る。在宅の重度障がい者と同居し、常時介
護に従事している者に手当を支給する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅重度障害
者家族介護慰労手当
支給要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 111

平成13年度

在宅重度障がい者家族介
護慰労手当給付事業

在宅重度障がい者
の介護者

給付対象延人数７人・月 給付対象延人数12人・月 給付対象延人数15人・月 給付対象延人数21人・月040300-024-01

040300-025

ろうあ者等相談員設置事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

特に聴覚障害者等とのコミュニケーションの円滑化を図ることによっ
て、福祉の増進を図る。聴覚障害者等身体障害者の相談業務や通
訳等を行う相談員を設置する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市ろうあ者等相談員
設置規則

北上市障がい者プラ
ン’15 2,385

ろうあ者等相談員設置事
業

身体障がい者（主
に聴覚障がい者）

相談・通訳件数：979件
手帳交付等：719件

相談・通訳件数：940件


手帳交付等：750件

相談・通訳件数：847件
手帳交付等：676件

相談・通訳件数：858件
手帳交付等：569件

040300-025-01

040300-026

視聴覚障がい者支援事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

意思疎通支援者を派遣することにより、聴覚障害者等の社会参加を
促進する。また声の広報等を発行することにより視覚障害者の社会
参加を促進する。手話奉仕員養成講座を実施し、手話奉仕員の養成
を行うとともに、奉仕員を聴覚障害者に対し派遣する。
声の広報・点
字広報等を作成し視覚障害者に送付する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市意思疎通支援事
業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 2,485

視聴覚障がい者支援事業

視聴覚障がい者、
手話奉仕員の講習
を希望する者

・意思疎通支援員派遣件数233件（支援
者登録者数15名、利用実人数25名）
・手話奉仕員養成講座（入門課程）：30
回開催（受講者23名、修了者15名）
・声の広報発行：対象者22名、3施設
・点字広報発行：対象者1名

・意思疎通支援員派遣件数282件（支援
者登録者数15名、利用実人数27名）


・手話奉仕員養成講座（基礎課程）：30
回開催（受講者20名、修了者16名）


・声の広報発行：対象者22名、3施設


・点字広報発行：対象者3名

・意思疎通支援員派遣件数275件（支援
者登録者数15名、利用実人数25名）
・手話奉仕員養成講座（入門課程）：30
回開催（受講者29名、修了者25名）
・声の広報発行：対象者22名、3施設
・点字広報発行：対象者3名

・意思疎通支援事業員派遣件数220件
（支援者登録者数15名、利用実人数22
名）
・手話奉仕員養成講座30講座’（基礎課
程）（受講者11名、修了者8名）
・声の広報発送　対象者22名、3施設
・点字広報発送　対象者3名

040300-026-01

040300-027

身体障がい者用自動車免
許取得・改造費等助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の社会参加の機会を増やすとともに介護者の負担軽減を図
る。身体障がい者が自ら所有し運転しようとする車を改造し、または
重度の身体障がい者（児）の介護者が所有し、移動のため使用する
自動車を改造若しくは車の改造及び改造車の購入時に助成金を給
付する。また、運転免許取得時に、その費用の一部に助成金を給付
する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市身体障害者自動
車改造費等助成事業
実施要綱、北上市身体
障害者自動車運転免
許取得助成事業実施
要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 728

平成14年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

身体障がい者自動車免許
取得・改造費等助成事業

重度身体障がい者
及び介護者

自動車運転免許取得助成金交付件数１
件
自動車改造助成金交付件数３件

自動車免許取得助成金交付対象件数
　１件


自動車改造助成金交付対象件数　４件

自動車免許取得助成金交付件数４件
自動車改造助成金交付対象件数11件

自動車免許取得助成金交付件数　1件
　自動車改造助成金交付対象件数　３
件

040300-027-01

040300-028

スポーツ・レクリエーション教
室開催等事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の運動不足の解消と社会参加を促進することにより、福祉
の増進を図る。スポーツ教室、ふれあいスポーツ大会を開催する。県
障害者スポーツ大会の参加を支援する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 1,706

平成10年度

スポーツ・レクリエーション
教室開催等事業

身体、知的、精神
障がい者

障がい者スポーツ大会114人
ふれあいスポーツ大会402人
スポーツ教室42人

障がい者スポーツ大会　81人


ふれあいスポーツ大会　292人


※例年開催しているスポーツ教室は国
体日程と重なるため開催せず。

・障害者スポーツ大会数10８人
・スポーツ教室参加者数130人
・ふれあいスポーツ大会345人

・県障害者スポーツ大会参加者数78人
・スポーツ教室参加者数40人
・ふれあいスポーツ大会350人

040300-028-01

040300-033

北上市手をつなぐ育成会運
営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する知的障がい者（児)に社会参加の場を提供しその
自立促進と健全な育成を目指すことを目的としている「北上市手をつ
なぐ育成会」の運営を円滑に行い、知的障がい者の福祉の増進を図
るため、同団体の事業や運営費の一部に対して補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 216

北上市手をつなぐ育成会
運営費補助金

北上市手をつなぐ
育成会

会員数：会員119人
スポーツ大会、県大会、研修会参加等

会員数：会員121人


野外活動、県大会、研修会参加等

会員数：会員130人
野外活動、県大会、研修会参加等

会員数　会員126人

野外活動、県大会、研修会参加等

040300-033-01

040300-034

北上市身体障害者福祉協
会運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する身体障がい者の相互の親睦と生活の向上を目的
とする「北上市身体障害者福祉協会」の運営を円滑に行い、身体障
がい者の福祉の増進を図るため、スポーツ・レクリエーション、文化活
動、障害者理解の啓発活動など同団体の事業や運営費の一部に対
し補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 314

北上市身体障害者福祉協
会運営費補助金

北上市身体障害者
福祉協会

会員数：正会員180人
スポーツ大会参加、施設研修、交流会、
各種講座開催等

会員数：正会員217人、賛助会員5人


スポーツ大会参加、施設研修、交流会、
各種講座開催等

会員数：正会員234人、準会員10人
スポーツ大会参加、施設研修、交流会、
各種講座開催等

会員数　正会員250人
スポーツ大会参加、施設研修、交流会、
各種講座開催等

040300-034-01

040300-036

北和会運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する精神障がい者とその家族に相互理解と学習の場
を提供し、その社会参加の促進と障がいに対する偏見や差別の解消
を目的とする「北和会」の運営を円滑に行い、精神障がい者の福祉の
増進を図るため、同団体の事業や運営費の一部に対し補助金を交付
する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 115

北和会運営費補助金

北上地区精神障害
者家族会「北和会」

会員数：31人
研修・大会参加等学習活動、家族相談
会の実施

会員数：30人


研修・大会参加等学習活動、家族相談
会の実施

会員数31人
研修・大会参加等学習活動、家族相談
会の実施

会員数30人
研修・大会参加等学習活動、家族相談
会の実施

040300-036-01

040300-037

児童発達支援センター事業
費補助金

障がい福祉係01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障害者自立支援法の施行に伴い保護者負担額が急激に増えたこと
から、重度知的障害児等の通園に係る保護者負担を軽減し、早期療
育により将来の自立に向けた訓練等を行うため、給食費について保
育園や小学校程度に軽減するものとし、軽減した額と同額を施設に
補助金交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 376

平成19年度

児童発達支援センター事
業費補助金

イーハトーブ養育
センター（花巻市社
会福祉協議会）

通園利用者数：21人
食数：1,671食

通園利用者数：15人


食数：1,164食

通園利用者数：13人
食数：657食

通園利用者数　15人　375食040300-037-01

040300-038

障がい者団体育成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者団体を育成することにより、障がい者とその家族の福祉の
増進を図ることを目的に、障がい者団体の大会参加や研修活動等に
市バスを運行し、社会参加を支援する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 386
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

障がい者団体育成事業

障がい者団体 岩手県身体障がい者福祉大会ほか
全8事業　延べ162人

岩手県身体障がい者福祉大会ほか


全8事業　延べ167人

岩手県身体障害者福祉大会ほか全12
事業　延べ284人

岩手県身体障害者福祉大会ほか
全12事業　延べ385人

040300-038-01

040300-039

障がい者相談支援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を送る。障害者等からの
相談に応じ、必要な情報の提供及び助言などを行うとともに、虐待の
防止及び早期発見のための関係機関との連絡調整等、障害者等の
権利の擁護のために必要な援助を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法、障害者虐待
防止法、障害者差別解
消法

北上市障がい者プラ
ン’15 40,448

平成12年度

障がい者相談支援事業

身体・知的・精神障
がい者及び介護者
等

・自立支援センター北上：相談支援件数
　1,002件
・萩の江：相談支援件数1,299
・相談支援センターさくら：相談支援件
数　2,570件
・サポートにじ：相談支援件数372件
・職員による相談支援件数：1,654件
【福祉行政報告例より】

・自立支援センター北上：相談支援件数
　1,155件


・萩の江：相談支援件数1,011件


・相談支援センターさくら：相談支援件
数　2,444件


・サポートにじ：相談支援件数246件


・職員による相談支援件数：1,499件

・自立支援センター北上：相談支援件数
1,130件
・萩の江：相談支援件数1,183件
・相談支援センターさくら：相談支援件
数　1,649件
・サポートにじ：相談支援件数148件
・職員による相談支援件数：3,000件

・自立支援センター北上：相談支援件数
　960件
・萩の江：相談支援件数　909件
・相談支援センターさくら：相談支援件
数　1,753件
・サポートにじ：相談支援件数　268件
・職員による相談支援件数：3,000件

040300-039-01

040300-040

育成医療給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

身体上の障害を有する児童、又は現存する疾患を放置すると将来障
害を残すおそれがある児童に対し、必要な医療の給付を行うことによ
り、健全に成長することを支援する。障がい児に係る医療の現物支
給、原則として医療費の１割負担

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 2,762

平成25年度

育成医療給付事業

身体障がい児等 給付実人数22人（入院12人、入院外11
人）
支給認定件数21件

給付実人数29人(入院13人、入院外16
人)


支給認定数26件　　

給付実人数31人（入院20人、入院外11
人）
支給認定件数39件

給付実人数26人（32件）040300-040-01

040300-055

あすなろ療育園協力会負担
金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

独立行政法人国立病院機構岩手病院内にある重度心身障害児・者
病棟の入所者の家族及び近親者等の宿泊及び施設への奉仕者の
休息場所を提供するため、宿泊休息施設の運営費の一部を構成市
町村で負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 86

昭和45年度

あすなろ療育園協力会負
担金

岩手病院あすなろ
療育園協力会

宿泊者数　329人 宿泊者数　292人 宿泊者数　299人 宿泊者数　369人040300-055-01

040300-056

わかば病棟いこいの家運営
負担金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

独立行政法人国立病院機構花巻病院わかば病棟の施設入所者の
家族、近親者等の宿泊及び施設への奉仕者の休憩の場所を提供す
るため、わかば病棟併設宿泊施設いこいの家の運営費の一部を構
成市町村が負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 90

平成18年度

わかば病棟いこいの家運
営負担金

花巻病院わかば病
棟いこいの家協力
会

宿泊利用者　110人
休憩等利用者　30人

宿泊利用者　41人


休憩等利用者　15人

宿泊利用者　51人
休憩等利用者　15人

宿泊利用者　41人　休憩等利用者　15
人

040300-056-01

040300-061

車いす貸し出し事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

臨時的な通院や社会参加等への対応を図る。車いすを本庁に７台設
置し、歩行困難な障害者や高齢者に対し、短期間の貸し出しを行う。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 76

車いす貸し出し事業

車いすを必要とす
る身体障がい者等

車いす貸出し件数14件 車いす貸出し件数24件 車いす貸出件数18件 貸し出し件数15件040300-061-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-063

身体障がい者手帳、療育手
帳交付申請事務

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

手帳申請にあたって利便性を図る。身体障害者手帳、療育手帳に係
る申請受付、進達、交付事務

一般 法定受託事務

身体障害者福祉法、岩
手県知的障害者療育
手帳交付規則

4,254

身体障害者手帳、療育手
帳交付申請事務

身体障がい者、知
的障がい者

【身障手帳】
○新規交付件数：211件
○再交付件数：127件
○死亡等返還数：155件

【療育手帳】
○新規交付件数：21件
○再交付件数：29件
○死亡・転出等移動件数：43件

【身障手帳】


○新規交付件数：185件


○再交付件数：97件


○死亡等返還数：147件





【療育手帳】○新規交付件数：24件


○再交付件数：30件


○死亡・転出等移動数：31件

【身障手帳】
○新規交付件数：205件、○再交付件
数：74件、○死亡等返還数：150件
【療育手帳】
○新規交付件数：29件、○再交付件数：
32件、○転入・死亡・転出等異動数：57
件

○身障手帳交付件数：206件（H27.3.17
時点）
○身障手帳再交付件数：８６件
（H27.3.17時点）
○身障手帳死亡等返還数：151件
（H27.3.17時点）
○療育手帳新規交付数：24件
○療育手帳再交付数：21件
○療育手帳死亡転出等異動数：16件

040300-063-01

040300-064

障害者に係る割引、免除、
減免申請等の証明

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者福祉の向上を図るため、高速道路料金及びＮＨＫ受信料の
割引・免除等の対象者であることの証明を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 153

障害者に係る割引、免除、
減免申請等の証明

身体・知的・精神障
がい者

・高速道路割引証明　444件
・NHK放送受信料免除証明　117件

・高速道路割引証明　441件


・NHK放送受信料免除証明　131件

・高速道路割引証明　447件
・ＮＨＫ放送受信料免除証明121件

・高速道路割引証明　419件・ＮＨＫ放送
受信料免除証明　116件

040300-064-01

040300-065

身体・知的障がい者相談員
業務

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

地域で身体障害者や知的障害者または家族の相談に応じ、障害者
の福祉の増進に資する。身体障害者相談員（10人）及び知的障害者
相談員（4人）が、身近な地域で障害者本人や家族から相談を受け
る。

一般 法令の実施義務（自治事務）

身体障害者福祉法12-
3、知的障害者福祉法
15-2

北上市障がい者プラ
ン’15 731

障がい者相談員業務

身体障がい者、知
的障がい者

・身体障害者相談員相談延べ件数　446
件
・知的障害者相談員相談延べ件数　9件

・身体障害者相談員相談延べ件数　138
件


・知的障害者相談員相談延べ件数　29
件

・身体障害者相談員相談延べ件数　84
件
・知的障害者相談員相談延べ件数　16
件

・身体障害者相談員相談延べ件数　43
件
・知的障害者相談員相談延べ件数　36
件

040300-065-01

040300-066

身体障がい者等訪問入浴
サービス事業費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

居宅での入浴が困難な身体障がい者等の身体の清潔の保持、心身
機能の維持等を図る。市内のデイサービスセンターの入浴車により
居宅を訪問して入浴の介助を行う場合に要する経費に対し、補助金
を交付する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市身体障害者等訪
問入浴サービス事業費
補助金交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 5,527

平成18年度

身体障がい者等訪問入浴
サービス事業費補助金

身体障がい者等 利用者数：６人
延べ利用回数：377回

利用者５人


延べ利用回数：408回

利用者５人
延べ利用回数：252回

利用者４人
延べ利用回数：291回

040300-066-01

040300-068

在宅酸素療法患者酸素濃
縮器使用助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

呼吸器機能障がい者の健康維持を図る。在宅酸素療法を行っている
者が使用している酸素濃縮器の電気料の一部を助成する。

一般 法令に特に定めのないもの

岩手県在宅酸素療法
患者酸素濃縮器使用
助成事業補助金交付
要綱、北上市在宅酸素
療法患者酸素濃縮器
使用助成事業実施要
綱

北上市障がい者プラ
ン’15 1,006

平成18年度

在宅酸素療法患者酸素濃
縮器使用助成事業

在宅酸素療法を
行っている者（重度
を除く）

対象者34人 対象者34人 対象者29人 対象者24人040300-068-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-069

障がい者介護給付費等事
業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障がい者及び障がい児がその有する能力及び適性に応じ、自立した
日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障がい福祉
サービスを受ける支援を行い、福祉の増進を図る。介護給付費、特
例介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給付費、サービス利用計
画作成費、高額障害福祉サービス費、特定障害者特別給付費、特例
特定障害者特別給付費の支給

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法

北上市障がい者プラ
ン’15 1,573,169

平成18年度

障がい者介護給付費等事
業

障がい者及び障が
い児

【利用者延べ人数】
○訪問系サービス　1,432人
○入・通所系サービス　8,327人
○児童施設通所　2,310人

【利用者述べ人数】


○訪問系サービス　1,277人


○入・通所系サービス　9,004人


○児童施設通所　2,666人

【利用者延べ人数】
○訪問系サービス　1,312人
○入・通所系サービス8,817人
○児童施設通所   2,144人

【利用者延べ人数】
○訪問系サービス　1,204人
○入・通所系サービス8,018人
○児童施設通所   1,972人

040300-069-01

040300-070

障がい者福祉総合システム
借上等事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

03

内部管理事務

障がい福祉サービスの支給決定等の事務処理を円滑に行い、効率
的なサービス提供を図る。福祉総合システムの機器及びソフト借上
げ。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法

北上市障がい者プラ
ン’15 7,655

障がい者福祉総合システ
ム借上等事業

職員 福祉総合システム端末８台 福祉総合システム端末８台 ・福祉総合システム端末８台
・国保連通信用機器端末１台
・システムソフト一式

・福祉総合システム端末８台
・国保連通信用機器端末１台
・スステムソフト一式

040300-070-01

040300-071

介護給付費等の支給に関す
る審査会運営事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障害者総合支援法による介護給付費等の支給を受けようとする者が
適正なサービスが受けられるよう、障害支援区分について審査する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 6,042

平成18年度

介護給付費等の支給に関
する審査会運営事業

障がい者 審査会開催　12回
審査件数　150件
審査員　7人

審査会開催　12回


審査件数　　145件


審査員　　　　７人

審査会開催　12回
審査件数　　205件
審査員　　　　７人

・審査会開催　11回
・認定件　116件
・審査委員　７人

040300-071-01

040300-074

障害者等相談員設置事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

相談窓口等の充実を図る。窓口で相談を受けたり、福祉サービスを
利用するための障害支援区分認定調査や審査会に係る業務を行う
相談員を設置する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障害者等相談
員設置規則

北上市障がい者プラ
ン’15 2,436

平成18年度

障害者等相談員設置事業

障がい者 相談員　1名
訪問調査　44件
窓口相談　1,067件

相談員　1名


相談支援件数　0件


訪問調査　44件


窓口相談　1,093件

相談員　1名
相談支援件数　0件
訪問調査　49件
窓口相談　819件

相談員　2名
相談支援件数　27件
訪問調査　68件
窓口相談　2,440件

040300-074-01

040300-075

移動支援事業費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

04

負担金・補助金（義
務）

外出のための支援を行うことにより、地域における自立生活及び社会
参加の促進を図る。社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等
の社会参加の際に、ガイドヘルパー等が付添い、移動中の介護を行
う事業の実施に要する経費に対し補助金を交付する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者等移動支
援事業費補助金交付
要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 3,011

平成18年度

移動支援事業費補助金

屋外での移動が困
難な障がい児・者

実利用者　20人 実利用者18人 実利用者17人 実利用者17人040300-075-01

040300-076

地域活動支援センター事業
費補助金

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

04

負担金・補助金（義
務）

障がい者等を通わせ、創作活動又は生産活動の機会の提供、社会と
の交流の促進等の便宜を供与し、もって障がい者等の地域生活支援
の促進を図る。地域活動支援センターにおいて、創作活動又は生産
活動の機会の提供、社会との交流の促進、機能訓練、社会的適応訓
練、入浴等のサービスを提供した場合に要した経費に対し補助する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者地域活動
支援センター事業費補
助金交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 12,099

平成18年度
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

地域活動支援センター事
業費補助金

障がい者・児 実施事業所　７か所
延利用者数　1,230人

実施事業所　６か所


延利用者数　3,507人

実施事業所　６か所
延利用者数　1,273人

実施事業所　７か所
延利用者数　1,267人

040300-076-01

040300-077

日中一時支援事業費補助
金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障がい者等の一時預かりを行い、介護家族の就労支援及び一時的
な休息等を図る。障がい者等の日中における活動の場を確保し、見
守り、社会に適応するための訓練、移動や排せつの介護等を行う事
業の実施に要する経費に対し補助金を交付する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市障害者等日中一
時支援事業費補助金
交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 15,748

平成18年度

日中一時支援事業費補助
金

障がい者等とその
家族

実施事業所数　11か所
利用実人数　68人

実施事業所数　12か所


実利用人数　67人

実施事業所数　10か所
実利用人数　51人

実施事業所数　９か所
実利用人数　45人

040300-077-01

040300-078

自立支援協議会運営事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者相談の運営・評価をはじめ、地域の関係機関によるネット
ワークを構築し、障がい者のニーズに合わせた支援体制をつくる。福
祉事業所や当事者団体の代表者及び関係機関の職員により構成す
る協議会を設置し、障がい者の相談支援に関わる運営評価、困難事
例の検討、各ライフステージにおける課題の検討、福祉施策の提言、
障がい者プランの策定・推進・進捗状況確認などを行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 9,976

平成18年度

自立支援協議会運営事業

身体・知的・精神障
がい者

・代表者会議開催３回（委員19人）
・運営委員会開催３回
・専門部会開催20回
・ワーキンググループ開催22回（グルー
プ数９）
・障がい者プラン策定

・代表者会議開催２回（委員19人）


・運営委員会開催２回


・専門部会開催19回


・ワーキンググループ開催28回（グルー
プ数10）

・代表者会議開催２回（委員19人）
・運営委員会開催２回
・専門部会開催19回
・ワーキンググループ開催23回（グルー
プ数９）

・代表者会議開催３回（委員19人）
・運営委員会開催１回
・専門部会開催20回
・ワーキンググループ開催31回（グルー
プ数８）

040300-078-01

040300-079

障がい者等生活支援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の日常生活の質的向上を図り、社会復帰を支援するため、
日常生活上必要な訓練・指導等（講座、教室の開催）や本人活動支
援を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 393

平成19年度

障がい者等生活支援事業

障がい者（児） ・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
延べ参加者数10人
・ろうあ者日曜教室：1回、参加者数26人
・聴覚障害者生活訓練教室：全9回開
催、延参加者数120人

・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
延べ参加者数10人


・ろうあ者日曜教室：1回、参加者数20人


・聴覚障害者生活訓練教室：全9回開
催、延参加者数116人

・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
延べ参加者数12人
・ろうあ者日曜教室：1回、参加者数32人
・聴覚障害者生活訓練教室：全9回開
催、延参加者数108人

・視覚障害者生活訓練教室（2回開催延
べ参加者数８人）　　
・ろうあ者日曜教室(参加者25人）
・聴覚障害者生活訓練教室　全9回開催
（延べ参加者数105人）

040300-079-01

040300-083

精神障がい者保健福祉手
帳等交付業務

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

精神障害者が必要なサービスを受けられこと、医療が必要な者が適
正な医療を受け、継続することを目的とする。①精神障害者保健福祉
手帳の申請受付、進達、交付事務②自立支援医療（精神通院）支給
認定申請受付、進達、申請者への受給者証の送付事務

一般 法定受託事務

精神保健福祉法、障害
者総合支援法

北上市障がい者プラ
ン’15 6,595

平成14年度

精神障害者保健福祉手帳
等交付業務

精神障がい者 ・障害者手帳申請数　417件
・自立支援医療（精神通院）支給認定申
請数　2,007件

・障害者手帳申請数　404件


・自立支援医療（精神通院）支給認定申
請数　1,826件

・障害者手帳申請数　367件
・自立支援医療（精神通院）支給認定申
請数　1,817件

・障害者手帳申請数　322件
・自立支援医療（精神通院）支給認定申
請数　1,662件

040300-083-01

040300-085

障がい者理解促進研修・啓
発事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障
壁」を除去するため、障がい者等の理解を深める研修、啓発を通じて
地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図
る。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、発
達障害者支援法、障害
者基本法、障害者差別
解消法

北上市障がい者プラ
ン’15 1,922

平成21年度

障がい者理解促進研修・
啓発事業

障がい者等、障が
い者等の家族、支
援関係者及び一般
市民

・学習会１回、参加者79名
・講演会１回、参加者84名

・学習会１回、参加者74名


・講演会１回、参加者347名

こども支援部会開催５回、講演会開催１
回

こども支援部会開催５回、講演会開催１
回

040300-085-01
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-091

療養介護医療給付事業

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

長期入院による医療的ケアに加え、常時介護を必要とする障がい者
うち、ALS患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行って
いる障害区分６の者、筋ジストロフィ患者又は重度心身障害者（区分
５以以上）に対し、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、
看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の支援を行う。
療養介護のうち医療に係るもの。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 16,555

平成27年度

療養介護医療給付事業

長期入院による医
療的ケアに加え、
常時介護を必要と
する重度の障がい
者

給付実人数17人 給付実人数16人 給付実人数：18人040300-091-01

040300-092

障がい者福祉施設製品販
売店運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障がい者福祉施設で生産した菓子類、農産物及び加工品等の販売
により、障がい者の工賃向上と施設の活動状況の啓蒙のため、市内
障がい者福祉施設とショッピングセンターが協力し施設製品の販売を
行っている施設製品販売店の運営安定化を図るため、補助金を支出
する。平成27～29年度までの３年間補助。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 2,535

平成27年度

障がい者福祉施設製品販
売店運営費補助金

市内障がい者就労
支援事業所

運営費に対する補助金2,000,000円 運営費に対する補助金


2,500,000円

運営費に対する補助金3,000,000円040300-092-01

040300-093

番号制度対応に係るシステ
ム改修事業（福祉総合シス
テム）

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

03

内部管理事務

事務処理を円滑に行い、効率的な行政サービス提供を図る。個人番
号を利用した対象者情報の管理を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

マイナンバー法

3,065

平成27年度

番号制度対応に係るシス
テム改修事業（福祉総合
システム）

市民 ○福祉総合システム改修費
　2,224,800円

○福祉総合システム改修費


　1,263,600円

○福祉総合システム改修費　5,054,400
円

040300-093-01

040300-099

国県負担金等返還金

障がい福祉係07-02-04
保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

事業費確定に基づく、負担金等において返還金がある場合の適切な
事務処理。①介護給付費国県負担金の過年度精算分、②障害児通
所給付費等国県負担金の過年度精算分、③障害者自立支援医療費
国県負担金の過年度精算分、④特別障害者手当等国庫負担金の過
年度精算分

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法、特別児童扶
養手当等の支給に関
する法律

北上市障がい者プラ
ン’15 3,294

平成18年度

国県負担金等返還金

国、県 【平成28年度精算分】
①障害者自立支援給付費：国費
8,617,794円、県費4,308,898円
②障害児通所給付費：国庫584,246円、
県費292,123円
③障害者自立支援医療費：国庫
576,664円、県費288,332円
④特別障害者手当等給付費：国費
171,930円

①障害児通所給付費（平成27年度)積
算分返還金　国庫：165,629円、県費：
82,815円


②特別障害者手当（Ｈ27年度）精算分
の返還金　国庫：223,125円

①介護給付費等（平成26年度）精算分
の返還金　国庫：12,806,046円、県費：
6,403,023円
②障害児施設給付費等（平成26年度）
精算分の返還金　国庫：583,676円、県
費：291,838円
③障害者医療給付費（Ｈ26年度）精算
分の返還金　国庫：1,039,794円、県費：
519,898円
④特別障害者手当（Ｈ26年度）精算分
の返還金　国庫：105,435円
⑤障害者総合支援事業費（Ｈ26年度）
精算分の返還金　国庫：5,000円

①介護給付費国県費負担金等過年度
（平成25年度）精算分の返還金
国庫　5,508,672円
県費　2,754,337円
②障害者医療給付事業
・Ｈ25分精算分の返還金
国庫　2,679,754円
県費　1,339,877円

040300-099-01

040300-100

在宅超重症児等短期入所
事業費補助金

障がい福祉係01-02-04
障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

医療的ケアが必要な在宅の超重症児（者）及び準超重症児（者）の介
護者のレスパイト（一時的休息）の機会を確保するため、受入先事業
所へ補助金を交付するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

153

平成29年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

在宅超重症児等短期入所
事業費補助金

市民 申請者なし
要綱制定

040300-100-01

040300-151

こども療育センター維持・管
理業務

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

02

施設管理・維持補
修事業

こども療育センターの利用者が安全かつ快適に過ごせるよう、施設の
維持保全・管理運営する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

児童福祉法第21条の５
の18第２項

北上市障がい者プラ
ン’15 5,116

こども療育センター管理事
業

心身障がい児 ○清掃　毎日
○施設警備　毎日
○自動ドア保守点検　３回
○消防設備等点検　２回
○その他、燃料費・光熱水費・通信運搬
費等

○清掃　毎日


○施設警備　毎日


○自動ドア保守点検　３回


○消防設備等点検　２回





○その他、燃料費・光熱水費・通信運搬
費・修繕料等

○清掃　毎日
○施設警備　毎日
○自動ドア保守点検　３回
○消防設備等点検　２回
○公用車車検　１台
○その他、燃料費・光熱水費・通信運搬
費・修繕料等

○清掃　毎日
○施設警備　毎日
○自動ドア保守点検　３回
○消防設備等点検　２回
○その他、燃料費・光熱水費・通信運搬
費等

040300-151-01

こども療育センター維持修
繕事業

心身障がい児 ○修繕件数　６件（照明器具安定器３、
インターホン、掃除機、戸車）

040300-151-02

040300-153

こども療育センター補助業
務（臨時）

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

03

内部管理事務

こども療育センターの業務量の増加に対応するため、職員を増員し、
適切な業務実施体制を構築する。臨時職員を採用し、こども療育セン
ター業務（集団療育、保育園等巡回訪問、相談支援の補助等）にあた
らせる。

一般 法令に特に定めのないもの

4,224

こども療育センター補助業
務（臨時）

心身障がい児、市
内保育所等関係機
関

○臨時職員　１人 ○臨時職員　１人 ○臨時職員　１人 ○臨時職員　１人040300-153-01

040300-154

障がい児発達相談支援事
業

こども療育セ
ンター

01-01-05
保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、その保護者と協力
して障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心
身に障がい又は発達の遅れのある児童及びその保護者の療育相談
等を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号、発達障害者
支援法第３条・第５条
第３項・第６条

北上市障がい者プラン

11,992

平成4年度

障がい児発達相談支援事
業

心身障がい児 ○相談人数合計　延べ349人
・療育相談（発達相談）　随時　延べ181
人
・運動発達相談 16回 延べ48人
・ことばの相談 12回 延べ52人
・医療相談・講話 6回 延べ68人
（運動発達相談及びことばの相談には
児童発達支援事業のリハビリ教室の88
人を含む）
○学齢児支援　4回　延べ60人
○保護者交流会　随時開催81回延べ
591人

○相談人数合計　延べ368人


・療育相談（発達相談）　随時　延べ210
人


・運動発達相談 16回 延べ47人


・ことばの相談 17回 延べ52人


・医療相談・講話 6回 延べ59人


（運動発達相談及びことばの相談には
児童発達支援事業のリハビリ教室の70
人含む）学齢児支援　4回　延べ64人


○保護者交流会　随時開催　87回　延
べ813人

○相談人数合計　延べ361人
・療育相談（発達相談）　随時　延べ200
人
・運動発達相談 16回 延べ48人
・ことばの相談　 15回 延べ48人・医療相
談・講話 6回　延べ65人
（運動発達相談及びことばの相談には
児童発達支援事業のリハビリ教室の74
人を含む）○学齢児支援　4回　延べ48
人○保護者交流会　随時開催　51回　
延べ485人

○相談人数合計　延べ379人
・療育相談（発達相談）　随時　延べ200
人
・運動発達相談 16回 延べ46人
・ことばの相談　 16回 延べ50人
・医療相談・講話 6回　延べ83人
（運動発達相談及びことばの相談には
児童発達支援事業のリハビリ教室の84
人を含む）
○学齢児支援　4回延べ23人
○保護者交流会　随時開催　42回　延
べ417人

040300-154-01

040300-155

障がい児発達地域支援事
業

こども療育セ
ンター

01-01-05
保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、関係機関と協力し
て障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心身
に障がい又は発達の遅れのある児童の在園する保育園・幼稚園等を
訪問し、保育・療育に必要な知識や技術について指導・助言する。ま
た、支援関係者等を対象とした研修会を開催するほか、保護者の特
別支援学級等の見学を支援する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号、発達障害者
支援法第３条

北上市障がい者プラン

12,091

平成4年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

障がい児発達地域支援事
業

心身障がい児、市
内保育所等関係機
関

○保育園等巡回訪問　135回
　対象児延べ人数　371人
○研修会　2回
　参加者延べ人数　198人（センター研
修会　2回、その他随時）
○学校見学　見学学校数12校
　参加者延べ人数　44人

○保育園等巡回訪問　140回


　対象児延べ人数　402人


○研修会　4回


　参加者延べ人数　151人（センター研
修会　2回、公立幼稚園支援担当者研
修会　2回）


○学校見学　見学学校数　10校


　参加者延べ人数　46人

○保育園等巡回訪問　130回　対象児
延べ人数　418人
○研修会　3回
　参加者延べ人数　168人（センター研
修会　2回、障担連学習会　1回）
○学校見学　見学学校数　10校
　参加者延べ人数　41人

○保育園等巡回訪問　122回
　　対象児延べ人数　368人
○研修会　5回
　参加者延べ人数　186人
○学校見学　見学学校数　8校
　参加者延べ人数　31人

040300-155-01

040300-156

児童発達支援事業

こども療育セ
ンター

01-01-05
保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、その保護者と協力
して障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心
身に障がい又は発達の遅れのある児童が施設に通所し、日常生活
における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を行い、健
やかな育成を図る。どんぐり教室（未就園児）、たけのこ教室（就園
児）、リハビリ教室（運動・ことば）の実施。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第21条の５
の15～第21条の５の
27、発達障害者支援法
第３条第２項

北上市障がい者プラン

30,266

平成4年度

児童発達支援事業

心身障がい児 ○利用者延べ人数合計　2,733人
・どんぐり教室　延べ1,473人・たけのこ
教室　延べ1,260人
（うちリハビリ教室　延べ88人）

○利用者延べ人数合計　2,962人


・どんぐり教室　延べ1,553人・たけのこ
教室　延べ1,409人


（うちリハビリ教室　延べ82人）

○利用者延べ人数合計2,777人・どんぐ
り教室　延べ　1,588人・たけのこ教室　
延べ　1,189人
（うちリハビリ教室　延べ　74人）

○利用者延べ人数合計　3,311人
・どんぐり教室　延べ2,181人
・たけのこ教室　延べ1,130人
（うちリハビリ教室　延べ84人）

040300-156-01

040300-157

訪問療育事業

こども療育セ
ンター

01-01-05
保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

重度の障がい児に対し、その保護者と協力して、障がいの軽減と機
能の発達を助長し、健やかな育成を図る。外出が困難な重度の障が
い児の家庭を訪問し、療育を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号

北上市障がい者プラン

平成11年度

訪問療育事業

重度心身障がい児 ○訪問療育　実人数０人　延べ０人 ○訪問療育　実人数0人　延べ0人 ○訪問療育　実人数0人　延べ0人 ○訪問療育　実人数0人　延べ0人040300-157-01

040300-158

こども療育センター備品購
入事業

こども療育セ
ンター

01-01-05
保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

07

施設等整備事業

こども療育センターの良好な療育環境を整備する。施設の老朽化して
いる備品や遊具を更新・購入する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第21条の５
の18第２項

北上市障がい者プラン

138

こども療育センター備品購
入事業

心身障がい児 ○備品購入　１件（こども用テーブル２
台）

○備品購入　２件（こども用テーブル２
台、新版Ｋ式発達検査用具１式）

○備品購入　４件（こども用テーブル１
台、カラーマット２枚、エアコン（相談室）
１台、インクジェットプリンタ１台）

○備品購入　２件（こども用テーブル３
台）

040300-158-01

040300-201

要保護者等相談業務

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

要保護世帯の相談にのり、関係機関等との連携を図りながら助言を
行うことにより、要保護世帯の自立助長を図る｡要保護者の自立助長
のための相談及び助言。

一般 法定受託事務

生活保護法

17,128

要保護者等相談業務

要保護者 ○相談件数　426件
○保護申請件数　108件　
※３月19日現在
　　　　　

○相談件数　　　　　　432件


○保護申請件数　　　114件


　　　　　

○相談件数　　　　296件　　　　　　　　　
○保護申請件数　　99件

○相談件数　331件
○保護申請件数　139件

040300-201-01

040300-202

生活保護業務

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

被保護世帯の最低限度の生活を保障するとともに、家庭訪問による
面接相談や関係先への調査を行うことにより被保護者の生活状況を
把握し、助言・指導を行い、自立助長を図る。

一般 法定受託事務

生活保護法

1,064,025
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

生活保護業務

被保護者 ○年度平均の保護世帯数
　569世帯

○年度平均の保護人員
746人
○勤労収入増による廃止 16世帯
※２月末現在

○年度平均の保護世帯数


　　564世帯


○年度平均の保護人員


　　　 752人


○勤労収入増による廃止


　　  17世帯

○年度平均の保護世帯数
　　588世帯　
○年度平均の保護人員
　　　 806人　　
○勤労収入増による廃止
　　　33世帯

○年度平均の保護世帯数　582世帯
○年度平均の保護人員　824人
○勤労収入増による廃止　20世帯

040300-202-01

040300-203

就労支援員設置事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

就労可能な被保護者等に対し就労支援することにより、被保護世帯
等の自立助長を図る。就労支援員が被保護者等からの求職相談に
応じ、求人情報を提供するとともに、ハローワークとの連携により効果
的な支援を行い、被保護者等の就労及び自立について指導助言す
る。

一般 法令の実施義務（自治事務）

生活保護法

2,753

平成19年度

就労支援員設置事業

就労可能な被保護
者及び母子家庭。

○支援対象者
　　45人
○被保護者就労実人員
　　30人

○支援対象者


　　　　　　　40人


○被保護者就労実人員


　26人

○支援対象者
　　　　　　　26人　　　　　　
○被保護者就労実人員
　23人

○支援対象者：　76人
○被保護者就労実人員：　46人　

040300-203-01

040300-227

生活保護業務等国庫負担
金返還金

生活保護係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

補助金、負担金の確定に伴う返還金。①セーフティネット支援対策等
事業費補助金の確定に伴う返還（26年度分）、②生活保護費等国庫
負担金の確定に伴う返還（27年度分）。

一般 法定受託事務

生活保護法

67,827

生活保護業務国庫負担金
返還金

国庫 ○平成28年度生活保護費等国庫負担
金の確定に伴う返還金
生活扶助費等60,516千円
医療扶助費等6,548千円

○平成27年度生活保護費等国庫負担
金の確定に伴う返還金


　生活扶助等　　 33,296千円


　医療扶助等　－42,488千円


　介護扶助等　　－1,301千円


※生活扶助等のみの返還、他は追加交
付見込み

○平成26年度生活保護費等国庫負担
金の確定に伴う返還金
　21,088,812円

○平成25年度セーフティネット支援対策
補助金　952,000円
○平成25年度生活保護費等国庫負担
金の確定に伴う返還金73,985,824円

040300-227-01

生活困窮者自立支援事業
（過年度精算）

国庫 ○平成28年度生活困窮者自立支援事
業国庫負担金の確定に伴う返還金

　613千円

○平成27年度生活困窮者自立支援事
業国庫負担金の確定に伴う返還金


　376,047円

040300-227-02

生活困窮者就労準備支援
事業（過年度精算）

国庫 ○平成28年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還
金
　225千円

○平成27年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還
金


　309,000円

040300-227-03

040300-228

生活困窮者自立支援事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、困窮状態から早期
に脱却することを支援するため、関係機関との連携による包括的か
つ継続的な相談支援等を実施する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

生活困窮者自立支援
法 16,492

生活困窮者自立支援事業

生活困窮者 ○自立相談支援事業
　　相談件数　　　　185件
　　プラン作成件数　25件

○自立相談支援事業


　　相談件数　　　　165件


　　プラン作成件数　23件





※就労準備支援事業、家計相談支援事
業は新規事業で表示

○自立相談支援事業
　　　　　　　　　　　相談件数　　　　164件
　　　　　　　　　
　　プラン作成件数　30件
　　　　　　　　　　　
○就労準備支援事業
　対象件数　　2件○家計相談支援事業
　対象件数　19件

○モデル事業業務委託先:北上市社会
福祉協議会
○生活困窮者相談件数　40件
○生活困窮者自立支援制度講演会実
施：450人参加

040300-228-01

040300-231

生活困窮者就労準備支援
事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

生活困窮者自立相談支援事業による支援対象者のうち、直ちに就労
することが困難な者について、生活自立、社会自立に向けた支援、就
労自立に向けた実践的な支援など、一般就労に従事する準備として
の基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援するもの。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

生活困窮者自立支援
法 3,863
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

生活困窮者就労準備支援
事業

生活困窮者 ○就労準備支援事業
　　対象件数　　　　2件

○就労準備支援事業


　　対象件数　　　　3件

○就労準備支援事業
　　対象件数　　　　　1件（仮）
　

040300-231-01

040300-232

生活困窮者家計相談支援
事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

生活困窮者自立相談支援事業による支援対象者のうち、家計に問題
を抱える者からの相談に応じ、相談者とともに家計の状況を明らかに
して生活の再生に向けた意欲を引き出した上で、家計の視点から必
要な情報提供や専門的な助言・指導等を行うことにより、相談者自身
の家計を管理する力を高め、早期に生活が再生されることを支援す
るもの。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

生活困窮者自立支援
法 3,842

生活困窮者家計相談支援
事業

生活困窮者 ○家計相談支援事業
　　対象件数　　　　12件

○家計相談支援事業


　　対象件数　　　　6件

○家計相談支援事業
　　対象件数　　　　18件（仮）

040300-232-01

040300-300

地域福祉基金積立金

社会福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

地域福祉目的の寄付金を地域福祉基金へ積み立てるもの一般 法令に特に定めのないもの

2,447

地域福祉基金積立金

要援護高齢者、障
がい（児）者

一般寄付　2,064,250円積立
（平成28年分　1,040,713円
平成29年分　1,023,537円）

○ふるさと応援寄付　145,643,501円 101,079千円積立 22,096千円積立040300-300-01

040300-301

民生委員、児童委員活動事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員が活動を展開するため、各種研修等の充実を図
り、必要な知識・技術等を習得し、委員の資質向上に努める。民生児
童委員協議会、委員への支援及び協力

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法、民生委員
法施行令、児童福祉法 5,673

民生委員、児童委員活動
事業

民生委員・児童委
員

・民生児童委員201人
・地区民児協会議延べ開催回数121回
・相談・支援件数 6,945件
・調査・実態把握等活動件数 37,229件
・訪問連絡調整回数 63,814回
・活動日数 35,766日

（仮）


・民生児童委員　201人


・地区民児協会議延べ開催回数120回


・相談・支援件数 10,000件


・調査・実態把握等活動件数 41,000件


・訪問連絡調整回数　70,000回


・活動日数 37,000日

（仮）・民生児童委員　 201人
・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　9,717件
・調査・実態把握等活動件数　35,042件
・訪問連絡調整回数　68,283回
・活動日数　36,651日

（仮）
・民生児童委員　 201人

・地区民児協会議延べ開催回数 120回
・相談・支援件数　8,887件
・調査・実態把握等活動件数　29,800件
・訪問連絡調整件数　44,295件

・活動日数　31,362日

040300-301-01

040300-302

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

市民に幸福感をもって生きがいのある人生を送ってもらえること。民
生委員児童委員協議会及び委員活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

民生委員法 北上市地域福祉計画

15,682

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

民生委員・児童委
員

・民生児童委員 201人
・活動内容（住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加）
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員 201人


・活動内容（住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加）


・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

・民生児童委員　201人
・活動内容(住民の相談・支援、地域の
実態調査・把握、各種研修会の開催及
び参加)
・委員活動費、地区民児協活動費の交
付

040300-302-01

040300-303

北上市民生委員推薦会

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、推薦基準により推薦者を決
定し、県に対して進達を行う。一斉改選に伴う民生委員・児童委員の
推薦

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法

450
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

北上市民生委員推薦会

推薦会委員 ・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）
・途中退任者の補充に係る推薦会（開催
回数２回）

・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）


・委員長選任、職務代理者指定


・推薦会開催回数 ６回（一斉改選に伴う
開催６回）

・推薦委員委嘱　７人(任期３年の３年目)
・途中退任者の補充にかかる
推薦会開催回数　２回

・推薦委員委嘱　７人(任期３年の３年目)
・途中退任者の補充にかかる
推薦会開催回数　２回

040300-303-01

040300-304

献血推進事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

市民の博愛精神をはぐくみ、ボランティアが増え、自然に行われるよ
うな社会を作る。献血制度の推進、普及啓発と献血者の確保

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

安全な血液製剤の安
定供給の確保等に関
する法律（血液法）

3,032

献血推進事業

献血協力者 ◆全血献血 2,275人
・協力事業所（官公庁含み）55社
・協力学校３校

◆全血献血 2,324人


・協力事業所（官公庁含み）81社


・協力学校４校

◆全血献血　3,076人
・協力事業所(官公庁含み) 73社
・協力学校 6校

◆全血献血　2,634人
・協力事業所(官公庁含み) 73社
・協力学校 6校

040300-304-01

040300-306

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

世界の平和と人類の福祉に貢献するために、一般活動資金及び法
人活動資金の募集を行う。各種団体への支援及び協力（事務局を受
け持ち）

一般 法令の努力義務（自治事務）

76

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社員、各種団体の
会員

・一般活動資金　10,708,060円
・法人活動資金額　2,729,403円

・一般社資金額 12,000,000円


・法人社資金額  3,000,000円

・一般社資金額　12,060,750円
・法人社資金額　　3,595,884円

・一般社資金額　11,195,192円
・法人社資金額　　2,989,975円

040300-306-01

040300-307

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

国の国家補償の精神に基づき、戦没者遺族等の援護と処遇の改善
を図る。戦傷病者戦没者遺族等の年金請求事務、手帳交付、補装具
交付、特別弔慰金、特別給付金関係請求

一般 法令の実施義務（自治事務）

恩給法、戦傷病者戦没
者遺族等援護法、戦傷
病者特別援護法

3,312

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

戦傷病者及び戦没
者の遺族等

・戦没妻特別給付金請求事務
・第10回特別弔慰金請求事務
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
・戦没者追悼行事への参列等（岩手県
戦没者追悼式、市内各地区戦没者追悼
式等）

・戦没妻特別給付金請求事務


・第10回特別弔慰金請求事務


・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催


・戦没者追悼行事への参列等（岩手県
戦没者追悼式、市内各地区戦没者追悼
式等）

・戦没妻特別給付金請求事務
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
・戦没者追悼行事への参列等（全国戦
没者追悼式、岩手県戦没者追悼式、市
内各地区戦没者追悼式へ追悼のことば
(市長)送付）

（仮）
・戦没妻特別給付金請求事務
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
・戦没者追悼行事への参列等（全国戦
没者追悼式、岩手県戦没者追悼式、市
内各地区戦没者追悼式へ追悼のことば
(市長)送付）

040300-307-01

040300-308

遺族会運営費補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

戦争のない平和な国の大切さを訴えること。遺族会会員の活動への
援助

一般 法令に特に定めのないもの

130

遺族会運営費補助金

遺族会会員 ・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列


・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加


・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

・戦没者追悼式への協力及び参列
・戦没者遺児による慰霊友好親善事業
への参加
・遺族相互の援護及び研修

040300-308-01

040300-309

行旅病人、行旅死亡人等取
扱事業

社会福祉係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

無縁仏等の適正管理と市民生活の安定。無縁仏の管理等への報酬
及び行旅人等が死亡した際の一連の処理、行旅人等が来北した際
に、旅費及び食事代を貸与

一般 法令の実施義務（自治事務）

行旅病人及び行旅死
亡人取扱法 1,036

行旅病人、行旅死亡人等
取扱事業

行旅病人及び行旅
死亡人、無縁仏

・無縁仏21体の管理

・行旅人旅費貸付
・無縁仏火葬２件取り扱い

・無縁仏21体の管理


・行旅人旅費貸付（仮）

・無縁仏21体の管理

・行旅人旅費貸付（貸付件数25件、貸付
合計金額10,650円）

・無縁仏21体の管理

・行旅人旅費貸付（貸付件数33件、貸付
合計金額13,340円）

040300-309-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-310

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

社会福祉係07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

関係法令の周知。北朝鮮拉致に関する窓口対応（拉致に係る人権、
全体的支援対策を除く）

一般 法令の実施義務（自治事務）

北朝鮮当局によって拉
致された被害者等の支
援に関する法律

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

拉致被害者 関係法令等の周知 関係法令等の周知 関係法令の周知 関係法令の周知040300-310-01

040300-311

社会福祉法人指導監督事
業

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

市内でのみ社会福祉事業を行う社会福祉法人に関する所轄庁事務
として、認可等事務、指導監査のほか、各種相談に対する指導・助言
等を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

社会福祉法

6,157

社会福祉法人指導監督事
業

市内でのみ社会福
祉事業を行う社会
福祉法人

・計算書類等及び財産目録の受理、点
検、県への提供　14法人
・指導監査（一般監査）　５法人
・新規法人の認可事務　１法人
・定款変更認可等　５件

・社会福祉法人一般監査 ７法人


・現況報告書の受理・点検 14法人


・社会福祉法改正に伴う社会福祉法人
定款変更の認可14法人

・社会福祉法人一般監査　7法人
・現況報告書の受理・点検　14法人
・社会福祉法人定款変更等の認可　９件

・社会福祉法人一般監査　7法人
・現況報告書の受理・点検　14法人
・社会福祉法人定款変更等の認可　7件
（仮）

040300-311-01

040300-312

社会福祉統計事業

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉
行政運営のための基礎資料を得る。福祉行政報告例、民生児童委
員活動実績報告、厚生労働省の国民生活基礎調査・所得調査等の
統計調査

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方自治法、社会福祉
関係諸法

社会福祉統計事業

市民 ・福祉行政報告例の総括（報告は各担
当係において処理）
・民生児童委員活動実績報告 年１回
・国民生活基礎調査の実施 １カ所

・福祉行政報告例の総括（報告は各担
当係において処理）


・民生児童委員活動実績報告 年１回


・国民生活基礎調査の実施 ３カ所

・福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回
・国民生活基礎調査の実施　９カ所

・福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
・民生児童委員活動実績報告　年１回
・国民生活基礎調査の実施　1カ所

040300-312-01

040300-314

保健福祉の概要

社会福祉係07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

前年における保健福祉分野の業務に関する結果及び成果をまとめた
行政資料として、「保健福祉の概要」を編集し発行する。

一般 法令に特に定めのないもの

1,147

福祉の概要

市関係課等 ３月16日発行 １月31日発行 10月23日発行 10月14日発行040300-314-01

040300-315

北上市地域福祉計画策定
事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

社会福祉の推進のため、地域福祉計画に関する事項についての一
体的かつ総合的計画（災害時要援護者避難支援計画含む）を策定す
るもの。
地域福祉懇談会において、意見を聴取している。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

社会福祉法 北上市地域福祉計画

76

北上市地域福祉計画策定
事業

市民 ・策定委員会実施なし　・地域4福祉懇
談会8カ所30名

・策定委員会２回


・地域福祉懇談会５か所×２名

・地域福祉懇談会（５か所で開催）に７名
参加

・地域福祉懇談会実施14か所
・概要版作成及び全戸配布

040300-315-01

040300-316

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

一斉改選時に、地区民生委員推薦委員会にて候補者を決定する。平
成26年度は民生児童委員一斉改選の年ではないため候補者推薦の
ための地区民生委員推薦委員会開催の事務費は交付しない。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市民生委員推薦
会

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

地区民生委員推薦
委員会(10地区)

・平成29年度実施なし ・地区民生委員推進委員会会長会議 １
回


・一斉改選にかかる地区民生委員推薦
委員会事務費の交付 10地区

27年度実績なし 26年度実績なし040300-316-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

040300-317

災害時要援護者登録事業

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

災害時等に一人で避難することが困難な要介護者や障がいのある避
難行動要支援者に対して、自主防災組織、消防団、民生委員、地域
支援者等地域の方々が連携して支援を行う。日頃の見守りや地域の
実情にあった、地域ぐるみでの避難支援体制を整える。
対象者には
情報提供同意確認書を送付し、情報提供に同意する者の同意者名
簿を作成する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市災害時要援護
者支援登録実施要綱
、
災害対策基本法

北上市地域福祉計画　

北上市地域防災計画 8,054

災害時要援護者登録事業

高齢者、障がい者
等

・避難行動要支援者名簿作成（3,007
人）
・同意書送付（2,389人）
・避難行動要支援者同意者名簿登録　
新規212人、登録抹消171人。

・名簿提供：
民生委員200人、自主防災組織110組
織、消防団64団、社会福祉協議会、北
上警察署　合計　376か所

・避難行動要支援者全体名簿作成
（3,196名）


・同意書送付（2,126名）


・災害時要援護者台帳登録者1,108件、
登録抹消225件、・台帳配布


民生委員200人、自主防災組織93か
所、社会福祉協議会、消防組合、消防
防災係。合計286か所

・避難行動要支援者全体名簿作成
（2,817名）
・同意書送付（2,817名）
・災害時要援護者台帳登録
新規1,058件・台帳配布
民生委員179か所、自主防災組織78か
所、社会福祉協議会　合計258か所

・避難行動要支援者全体名簿作成
（2,899名）
・同意・不同意確認書送付（2,899名）
・災害時要援護者台帳登録
新規109件、抹消登録101件、登録者数 
689人
・台帳配布
民生委員180か所、自主防災組織95か
所、社会福祉協議会合計276か所

040300-317-01

040300-318

災害救助法事務

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

被災者の保護と市民生活の保全を図る。災害弔慰金の支給、被災者
の住宅援助（家賃相当額の補助）

一般 法令に特に定めのないもの

383

災害救助法事務

被災者 実績なし 実績なし 実績なし 実績なし（仮）040300-318-01

040300-319

災害援護資金貸付金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

災害救助法が適用された災害により、住宅等の損害を受けた世帯主
へ生活再建のための資金の貸付をする。住宅の半壊、全壊等の被
害を受けた世帯主（世帯の所得制限基準による）への貸付。
東日本
大震災の場合は、返済据置期間６年。

一般 法令の実施義務（自治事務）

災害弔慰金の支給等
に関する法律、北上市
災害弔慰金の支給条
例、同規則

平成22年度

災害援護資金貸付事務

災害救助法による
救助が行われた自
然災害により、住宅
等の損害を受けた
世帯主

償還事務該当なし
（※平成30年度から１名２件）貸付なし

償還事務該当なし 償還事務該当なし 償還事務６回040300-319-01

040300-321

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

被災者の経済的負担の軽減を図るため、災害援護資金や生活復興
支援資金の貸付を受けた方の利子額について、申請により補助す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
災害援護資金等貸付
金利子補給補助金交
付要綱

385

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

市民 利子補助１件2,760円 申請なし 申請なし 利子補助１名（1,610円）040300-321-01

040300-322

災害弔慰金等支給審査会
負担金

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

04

負担金・補助金（義
務）

東日本大震災に係る「災害関連死」の疑いがある案件について、県で
行う災害弔慰金等支給審査会に諮問し、意見を求める。審査会への
諮問に要する経費の負担。

一般 法令に特に定めのないもの
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

災害弔慰金等支給審査会
負担金

岩手県 負担金支出なし





※岩手県災害弔慰金等支給審査会へ
の委託は平成28年度（平成29年３月末）
をもって終了。

負担金支出なし。 負担金支出なし。040300-322-01

040300-330

臨時福祉給付金（生活支援
推進事業）

社会福祉係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

消費税率引き上げに際し、低所得者に与える負担の影響に鑑み、低
所得者に対する適切な配慮を行うため、暫定的・臨時的な措置とし
て、給付措置を行うもの。

一般 法令の実施義務（自治事務）

「消費税率及び地方消
費税率の引上げとそれ
に伴う対応について」
（平成25年10月1日閣
議決定）、臨時特例給
付金支給事業実施要
綱

238,989

平成26年度

臨時福祉給付金

基準日において北
上市内に住民登録
がある者のうち、市
民税（均等割）が課
税されていないも
の

・基準日：平成28年１月１日

・給付額：対象者１人あたり15,000円

・給付実績：14,637人

基準日：平成28年１月１日


対象者１人あたり3,000円を給付


給付実績：12,758人

給付対象者：13,894人040300-330-01

臨時福祉給付金（単独）

基準日において北
上市内に住民登録
がある者のうち、市
民税（均等割）が課
税されていないも
の

平成28年度から040300-330-02

040300-342

避難者灯油助成事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

沿岸等との気温格差を和らげる生活支援として実施。石油商業協同
組合との協議により、灯油助成券と引き換えに現物（灯油）を助成す
る。１世帯あたり18リットル＋１人あたり18リットル。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
広域避難者支援指針 1,158

避難者灯油助成事業

沿岸等からの避難
者

・助成券交付世帯数：146世帯・交付枚
数：483枚

・助成券交付世帯数：167世帯・交付枚
数：720枚

・石油商業協同組合との協議：２回
・助成券作成：978枚
・単価契約（変更含み）：２回
・交付世帯数：174世帯
・交付枚数：747枚

・石油商業協同組合との協議：２回
・助成券作成：1020枚
・単価契約（変更含み）：３回
・交付世帯数：181世帯
・交付枚数：780枚・使用世帯数：168世
帯・利用枚数728枚・利用金額：
1,329,065円

040300-342-01

040300-343

震災復興支援業務推進事
業

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

震災復興支援業務（内陸避難者の支援等）を実施。沿岸地域等から
北上市に避難し、みなし仮設住宅への入居が続いている人が抱える
各種相談に対応する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
広域避難者支援指針 4,399

震災復興支援業務推進事
業

沿岸被災地・避難
者・被災地

・雇用促進住宅堤ヶ丘集会所訪問47
回・相談対応13件・情報共有会議4回・
避難者アンケート実施1回

・雇用促進住宅堤ヶ丘宿舎集会所訪問 
86回


・相談対応 7件


・自治会支援２回


・情報共有会議２回


・避難者アンケート実施１回・意見交換
会１回

・雇用促進住宅堤ヶ丘宿舎集会所訪問
　99回・相談対応　40件・自治会支援2
回・情報共有会議11回、避難者アン
ケート実施１回

・雇用促進住宅堤ヶ丘宿舎集会所訪問
　39回・相談対応　63件・大船渡市職員
への事務引き継ぎ・大槌町への経費事
前確認結果報告12回・経費事前確認に
関する事務打ち合わせ11回

040300-343-01

040300-344

震災避難者支援事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

北上震災復興ステーションで行ってきた震災避難者支援事業の一部
（きたかみ絆便の発送、雇用促進住宅コミュニティ支援）を継続実施
するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
広域避難者支援指針 1,691
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成29年度事業量 平成28年度事業量 平成27年度事業量 平成26年度事業量

震災避難者支援事業

市内避難者、避難
者コミュニティ

きたかみ絆便12回・訪問アンケート１回・
意見交換会１回・打合せ2回

・きたかみ絆便　13回 ・支援者情報共有ＭＴＧ　月１回
・きたかみ絆便　月２回　計24回

・支援者情報共有ＭＴＧ　計14回・きた
かみ絆便　月２回　計24回・ふるさとカ
フェ　11回・てんどの会　57回・さくらの集
い　３回

040300-344-01

040300-345

民生委員制度創設１００周
年記念事業費補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

民生委員制度創設100周年という節目の年であるため、100周年記念
事業（記念誌作成、記念式典開催）を実施するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

3,483

平成29年度

民生委員制度創設１００周
年記念事業費補助金

・100周年記念事業への補助金支出
　200千円
・平成29年11月に記念誌の発行及び祝
賀会を実施した

040300-345-01

040300-346

臨時福祉給付金（過年度精
算）

社会福祉係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

平成27年度臨時福祉給付金、年金生活者等支援臨時福祉給付金
（高齢者向け給付金）、平成28年度臨時福祉給付金及び障害・遺族
基礎年金受給者向け臨時福祉給付金について、事業完了に伴う精
算を行うもの。

一般 法令に特に定めのないもの

200,515

平成29年度

臨時福祉給付金（過年度
精算）

・高齢者向け給付金及び障・遺基礎年
金受給者向け給付金に係る事業費返還
金　188,430,000円
・平成28年度臨時福祉給付金に係る事
業費返還金　18,000円
・平成27年度臨時福祉給付金及び高齢
者向け給付金に係る事務費返還金
　2,711,000円
・平成28年度臨時福祉給付金及び障・
遺基礎年金受給者向け臨時福祉給付
金に係る事務費返還金　9,356,000円

040300-346-01

040300-347

災害救助に関する国県負担
金等返還金

社会福祉係07-02-04
保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

事業費確定に基づく、国県負担金等において返還金がある場合の適
切な事務処理。①災害救助費繰替支弁金交付金の過年度精算分

一般 法令に特に定めのないもの平成29年度

災害救助に関する国県負
担金等返還金

国、県 ・平成28年台風10号災害に係る返還金
　14千円

040300-347-01
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